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研究成果の概要（和文）： 
 
高度な知識や情報通信技術をベースとしたサービスセクターにおけるイノベーションシステム
について、日亜欧米諸国等を対象に実証分析を行った結果、イノベーションシステムのダイナ
ミックな進化に影響を与える要因について分析した。様々なデータを収集し、学際的、先進的
分析方法を開発した。サービスイノベーションに影響を及ぼす要因を分析するための有用なフ
レームワークを開発した上で、サービスに対するイノベーションモデルを構築し、サービスイ
ノベーションの理論的進展に貢献した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
As a result of conducting research on knowledge intensive / ICT based service sector 
innovation system in Japan、Asian and other Western countries, it was possible to analyze 
the factors affecting the dynamic evolution of innovation systems. Using a variety of data 
sources and interdisciplinary approaches, a novel methodology was developed. A 
comprehensive framework was developed to analyze the factors affecting service 
innovation. Based on the findings, a new service innovation model was put forward, thus 
contributing to theoretical developments.  
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（１）国境を超えたメガコンペティションの
中で、我が国の競争力の源泉となった大量生
産型イノベーションシステムの限界が指摘
され、日本を含む先進国では、GDP 及び雇用
に占めたサービス産業が向上しており、サー
ビス経済化が進展していた。このためサービ
スセクターイノベーションシステムが効果
的に機能することが不可欠であった。 
（２）これに対応するためには、イ）先端技
術や知識をベースとした高度なインテグレ
ーション、ロ）異業種企業による共同アプロ
ーチ、 ハ）ソフトウェアやナレッジの全面
的利用を前提としたサービスセクターへの
移行が不可欠であり、すでに欧米先進国では
その開発に挑戦していた。 
 
２．研究の目的 
本研究はそれぞれの優位、劣位を有する日亜
欧米諸国の比較優位分析を通じ、知識や先端
技術をベースとしてサービスセクターの最
適イノベーションシステムを創造するダイ
ナミズムについての理論および、方法論を探
索することを目的とした。 
 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）サービスセクターイノベーションシス
テムや異業種によるサービスイノベーショ
ン開発を複雑システムとして捉え、異なるア
クターの協同、制度的変化を必要とするナレ
ッジインテンシブサービスに焦点を当てな
がら総合的に分析した。 
（２）このための新しい指標や方策を作成し、
サービスイノベーション力に影響を与える
様々な要因を分析・検証した。実証的研究を
行うために、技術マネジメント、経営システ
ム論、技術政策論、進化経済学、複雑系科学
に基づいた学際的、先進的分析方法を開発し、
基本データを収集、分析を実施した。例えば、
論文や特許等による計量書誌分析、ヒアリン
グ調査、アンケート調査などである。 
（３）質的な情報を定量的データに変換する
独自の分析方法を提案し、またサービス特性
を抽出する方法を確立した上でサービスを
分類する手法も開発した。 
（４）サービスイノベーションに影響を及ぼ
す要因を分析するための有用な手法とフレ
ームワークを構築した。 
 
 
４． 研究成果 
 
（１）多様な参加者によって開発されるナレ
ッジインテンシブサービスの形成、およびそ
れに影響を与える要因を、学際的手法によっ

て明らかにした。 
 
（２）ナレッジインテンシブサービスシステ
ムの開発、形成を分析する上で技術マネジメ
ント、技術経済、社会学、通信政策、システ
ム論などの学際的アプローチは極めて有効
である。 
 
（３）新興技術の成長や進化過程を把握する
ことの指標としてナレッジベースを利用し、
計量書誌分析を使用し、認知の印(cognitive 
imprint)を描くことにより、新興技術のダイ
ナミクスを計量的に考察するフレームワー
クを構築した。その事例として医療サービス
で使われ始めているポイントオブケア診断
デバイスに焦点を当て、構築された知識ネッ
トワークの変化のパターンを追跡すること
によって新たなイノベーションダイナミク
スの進化を考察した。 
（論文 ④、⑤、⑦、⑫、⑬） 
 
（４）第 4世代移動体通信サービスへの技術
ロードマップを構築した。インドネシアと日
本の比較実証分析を行い、第 4世代に向けて
アクター（監督官庁、事業者、市場）と技術
との間にどのような相互作用が生じたかを
分析し、監督庁の技術体制の違いにより、第
2 世代から第 3 世代への技術変化の影響にも
違いが生まれたことを明らかにした。その国
特有の市場の違いがもたらす事業者の戦略
の特徴および、発展国、途上国の監督庁、事
業者、市場の共進化メカニズムの違いを生む
要因を明らかにした。イノベーション予測と
技術ロードマップの手法を用いて、第 4 世代
への技術ロードマップの構築方法を提案し
た。第 4世代がサービス指向の側面を強化し
ていることも解明した。 
（論文 ⑯、⑲） 
 
（５）無線通信においてどのような要因が標
準化方式の推進や支持に大きく作用してい
るのかに焦点を当て、実証分析を行った。
ARIB（財団法人電波産業会）のキーメンバー
を対象にアンケート調査を行い、技術優位性、
主導企業、外部協力、周知度、会社の技術コ
ンピタンスがどのように影響を与えている
のか、また標準化のフェーズでそれらがいか
に変化して行くのか明らかになった。 
（論文 ⑰） 
 
 
（６）ナレッジインテンシブサービスを支え
るコア技術である組み込みソフトウェアの
イノベーションとセクターの進化について、
ロボット、自動車、携帯電話を対象に比較実
証分析を行った。イノベーションとそれに相
関した影響要因、および異なる側面からの当



分野の進化を計測するために新たな方法論
を開発した。携帯電話のケースでは体系的な
視点から、イノベーションパターンと組み込
みソフトの進化経路の分析を行った。その結
果、特定技術の開発とハードウェア性能の向
上がイノベーションの進化パターンに影響
を及ぼしていることを明らかにした。また、
携帯電話メーカー、事業者やサードパーティ
の動向、それらのネットワークも日本の携帯
電話の組み込みソフトのイノベーションと
進化に直接的影響を与えたことを提示した。
また、特許を使って技術を評価する上で、キ
ーワードで特許を検索する際、特許情報の異
なる部分を使うアプローチの有効性につい
て実証分析を行った結果が World Patent 
Information に掲載された。また、米国で２
０１１年に開催された技術経営の国際会議
で最優秀（学生）論文賞を受賞した。（⑮） 
（論文 ⑥、⑩、⑮）  
 
（７）日亜米諸国におけるソフトウェア研究
パーフォマンスについて、論文データを元に
比較実証分析を行った結果、それぞれの強み、
弱み等が明らかになった。日本においては、
産業界が必要としている基礎研究に、大学や
公的機関が十分に対応出来ておらず、ギャッ
プが存在する事を把握することが出来た。 
（論文  ⑪） 
 
（８）新興技術による新事業開発に対する阻
害要因について、ケーススタディーをベース
に実証研究を行い、また課題克服へ向けた連
携の形成と推進の方法について脳機能分析
医療サービス、マイクロリアクター等の事業
開発事例から分析した。 
（論文 ⑨） 
 
（９）日本と欧米の携帯電話通信事業者の競
争力を分析する上で、プラットフォームの活
用方法とビューネットワークの形成に着目
し、音楽配信サービスの事例を元に比較分析
を行った。その結果、日本の携帯電話メーカ
ーの弱体化が進んで行く経緯を確認するこ
とが出来た。 
（論文 ②） 
 
（１０）B2B モバイルサービスにおけるイノ
ベーションに影響を及ぼす要因を分析する
ための有用な手法とフレームワークを開発
した。韓国のモバイルキャンパスの実証研究
をベースに、サービス特性とイノベーション
タイプの関係を分析する研究フレームワー
クを構築した。また２４２例のモバイルサー
ビスの質的データからサービスイノベーシ
ョンを測る新たな指標を導出し、これに対し、
統計分析を行うことで、モバイルサービスを
７つのグループに分類した。２００９－２０

１０年以降の新規サービスの源泉となった
革新的イノベーション、改善されたサービス
特性をもたらす incremental イノベーショ
ン、それらの中間である semi-radical イノ
ベーションの３種類が明らかになった。モバ
イルキャリアと B2B ユーザーのダイナミッ
クなコンペテンスと相互作用により、２つ以
上 の サ ー ビ ス が 結 合 し て 生 じ る
recombinative innovation, サービス利用者
に 特 化 さ れ た サ ー ビ ス を 提 供 す る
customized innovation, また co-produced 
innovation が明らかになった。 
B2B サービスイノベーションを分析するフレ
ームワークを提示し、B2B サービスに対する
イノベーションモデルを構築して、サービス
イノベーションの理論的進展に貢献した。 
（論文①、③、⑧） 
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